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§１  設計・施工の注意点（取り扱い）  

 

 

１  排水管のこう配と公共ますの接続  

 こう配は原則として規定こう配とするが、平面図に理由を明記し、確認協議により、

最低１．０％以上あれば規定こう配以下でも施工できる。なお、公共ますとの接続は必

ず公共ますの流入口に接続し、立て管を
せ ん こ う

穿 孔して接続しないこと。  

公共ますは、原則として本管施工時に公費で横型（４５度三方向合流 [45WY]等）又

は縦型（ドロップ４５度三方向合流 [DR45WY]等）を設置しているが、排水管のこう配

は公共ます又は取付管の深さによって制約を受けるため、規定こう配による施工ができ

ない場合には以下の対応とする。  

(1) 横型の公共ますで規定こう配以下の場合は、最低１．０％以上あれば施工できる。 

(2) 縦型の公共ますで規定こう配以下の場合は、横型の公共ますに変更し規定こう配

の確保をする。変更に要した費用は市の負担とする。  

(3) 横型及び縦型の公共ますで規定こう配以上の場合は、手前にドロップます等を設

置して落差の調整を行い、公共ますの流入口に接続する。  

① 継手（エルボ・自在継手等）を組み合わせた落差調整は行わない。  

② 公共ますの立て管にホールソー等で
せ ん こ う

穿 孔して接続しない。  

 

 

２  土被りが２０㎝以下及び屋外配管が露出の場合  

 土被りは原則２０㎝以上とするが、下記の場合は確認協議とする。  

(1) 規定こう配を優先するため２０㎝未満になる場合は、平面図にその旨を明記す

る。  

(2) 露出配管施工とする場合は、規定こう配を確保し誓約書を添付する。  

(3) 屋外立て管が露出の場合は、（図２－３－１）を参考にする。  

(4) 露出部分の配管材料はＶＰ管又は鋼管とする。  

(5) 露出部分が直射日光にさらされる場合は耐候性テープ等による保護を行い、耐候

性に留意すること。  

(6) 露出部分は支持金具等で固定し、必要に応じて防護措置を講ずること。  
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屋外立て管が露出の場合  図２－３－１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  一般家庭における屋外洗場等の排水  

 

 屋外洗場等で雨水と同程度以上に清浄であるものは、雨水として扱い公共用水域に放

流する。ただし、雨水が混入しないもの若しくは雨水流入防止措置を施す場合は下水道

に接続する。  

 

(1) 一般家庭等の外流し（ガーデンパン）は散水の目的で使用することが多いため、

原則として下水道には接続しない。ただし、使用形態が雨水と同等以上と判断でき

ない場合には、雨水流入防止措置を施し下水道に接続する。なお、軒下等は雨水流

入防止措置と判断しない。  

(2) 一般家庭等の池及び水槽の降雨による水面からのオーバーフロー並びに排水ド

レンは、雨水として扱い公共用水域に放流する。  

 

４  既設排水設備の利用  

 

 下水道への切り替え工事にあたって、既設排水設備を利用することは申請者の負担の

軽減となり、下水道普及促進にもつながるため利用してもよいが、次の事項に留意する

こと。  

 

(1) 水たまり及び雨水の混入、漏水及び浸入がなく、排水機能に支障がないこと。  

正面図  側面図  
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(2) 既設ますについては、原則として次のとおりとする。  

① コンクリートますは、浸入水対策として全て小口径ますで施工する。ただし、

事業場等の場合は既設の状況により使用可とするが、事前協議を必要とする。  

② ＰＰますは、浸入水対策として全て小口径ますで施工する。  

(3) ます及び掃除口の設置間隔は、規定の２割程度の増はやむを得ないものとする。 

(4) 排水管については、流れに支障がない場合に限り、規定の１ランク下の管径まで

やむを得ないものとする。  

(5) 原則規定こう配とするが、最低１．０％以上あればやむを得ないものとする。  

(6) 既設屋外露出配管がＶＵ管の場合は、状況に適した防護措置を講ずること。また、

その配管が長時間直射日光にさらされる場合は、耐候性テープ等による保護を行

い、耐候性に留意すること。  

(7) 施工の際に排管内の清掃をすること。  

(8) 全てのますの種類、排水管の種類、管径、こう配及び管路延長を図面に明記し、

申請と同時に「既設排水設備使用申請書」を添付すること。  

(9) 排水管が管接合となっている場合は市と事前協議を行い、「既設排水設備使用申

請書」とあわせて「誓約書」を添付すること。  

 

 

５  排水横主管の床下配管  

 一般家庭等において排水横主管の床下配管は、維持管理を考慮して避ける必要があ

る。  

(1) 排水管の故障を発見しにくく、修理が安易でなく費用も多くかかることから、維

持管理上簡易である屋外を原則とする。  

(2) 既設建築物の周りが施工不可能等の現場状況で床下配管となる場合、申請者にそ

の旨を必ず説明すること。  

(3) 必要に応じて通気を設けること。  

(4) 必要に応じて点検口等を設置すること。  

 

 

６  接続箇所が狭所の場合  

 

 屋内排水管と屋外排水管との落差が大きく狭所配管である場合、小口径ますを下流方

向へずらして設置するか、排水管に掃除口を設け垂直に下ろして接続する。  

 

(1) ます接合できない場合に限り管接合とするが、流れに対して下流側に４５度以下

の角度で合流するようにする。申請時に誓約書を、完了届出書提出時に写真を添付

すること。  

(2) やむを得ず管接合とする場合は、必要に応じて掃除口を設置すること。  
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７  接続箇所が擁壁の側面又は水路等の場合  

 

 排水管は２０㎝以上の土被りを確保して埋設するが、敷地利用の関係上擁壁の側面又

は水路等に排水管を設置する場合は、次の事項を考慮すること。  

 

排水設備の計画の確認は、その計画が法令等の技術上の基準に適合しているか否かに

ついて行うものであり、私法上の土地利用又は賃借等の権利関係まで立ち入って確認す

るものではない。したがって、土地利用等の私法上の権利などは、申請者の責任におい

て処理されるものである。  

(1) 技術上の基準  

① 擁壁の側面又は水路等に排水管を設置する場合は、ますが設置できなかったり、

露出配管になったりすることが多いため、適正な維持管理ができるよう十分な配

慮が必要である。  

(2) 私法上の権利関係  

① 民民の共有の土地又は建物等に単独で排水設備を設置する場合は、権利者の同

意を得て、後年にトラブルを残さないためにも、当事者間で同意書又は契約書等

を締結することが望ましい。  

② 官民境界で官地側に排水設備の設置となる場合は、管理者との境界確認後、占

用の申請が必要になる。  

 

 

§２  提出書類について  

 

１  排水設備の計画申請書について  

排水設備工事の申請を受け申請内容を確認審査するにあたり、『排水設備の計画申請

書』は、対象工事内容の確認のみならず、受益者負担金及び使用料賦課確認並びに接続

率管理等の参考となる重要な書類である。そのため、記入内容にあっては工事対象地に

ついて十分に調査を行い、正しく記入するよう留意しなければならない。  

なお、調査にあっては、下水整備課窓口に設置されている『下水道総合管理システム

窓口閲覧端末』を有効活用し、不明な点にあっては担当者へ確認すること。  

 

２  排水設備確認申請・工事完了届調書記入事項について  

・供用開始日  

供用開始年月日を記入する。下水道総合管理システム窓口閲覧端末で確認するこ

と。  

・区域外流入  

次に該当する場合は、区域外流入欄に☑を記入する。下水道総合管理システム窓

口閲覧端末で確認すること。  
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ア 公共下水道区域外（公共下水道の供用開始がされていない場所はこれに該

当）  

イ 農業集落排水区域外（公共ますを自己負担で設置して農業集落排水に流入

する場合はこれに該当）  

・申請者氏名  

申請者の氏名を記入する。通常は排水設備工事の施主となる。家屋が共有物件で

施主が複数となる場合は、代表者のみの記入でよい。  

・申請者住所  

申請者の住所を記入する。住民票と住所が違う場合は、申請時に実際に住んでい

る住所を記入すること。  

・設置場所  

排水設備設置場所を記入する。複数筆となる場合は、代表地番を記入すること。  

・行政区  

排水設備設置場所の行政区を記入する。下水道総合管理システム窓口閲覧端末で

確認すること。  

・区 分  

該当する処理区又は排水施設の箇所に☑を記入する。  

・排水戸数  

排水対象戸数（公共ますに流入する戸数の合計）を記入する。戸数にあっては、

水道メーター個数を参考に世帯戸数等を記入すること。  

・建物棟数  

排水対象棟数（公共ますに流入する棟数の合計）を記入する。  

・排水人数  

公共ますに流入する人数を記入する。事業所の場合は従業員数を、アパート等の

場合は住居者数（新築の場合は見込み）を記入する。また、併用住宅等で居住者以

外が勤務している場合は、居住者数に勤務者数を加えた数とする。  

・居住者数  

公共ますに流入する建物に居住する人数（建物増築の場合は居住人数の合計）を

記入する。新築アパート等で未定の場合は、見込まれる居住者数を記入すること。  

・申請区分  

今回接続する公共ますについて、該当する箇所に☑を記入する。詳細は下記事項

を参考にすること。  

ア 今回接続する公共ますに初めて接続する場合は【新設】に該当する。  

イ 公共下水道、農業集落排水又は汚水処理施設（以下「下水道等」）に接続

済みであり、今回の工事で既設排水設備を触らずに排水設備を増設して下水

道等に接続する場合は【増設】に該当する。  

ウ 下水道等に接続済みであり、今回の工事で既排水設備を改造して下水道等

に接続する場合は【改設】に該当する。  

・既設管利用  

申請する排水設備が既設排水設備（下水道等に接続されているものを含む）を利
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用して排水する場合は【有】に該当する。  

※既設管利用を【有】とした場合においても、検査済みの既設排水管を利用する

場合は『既設排水設備使用申請書』の提出は原則不要とする。  

・建物区分  

申請する建物について、該当箇所する箇所に☑を記入する。  

ア 建て替え（旧建物が申請者所有以外も）は【改築】に該当する。  

・建物種別  

今回接続する公共ますに流入する建物区分について、該当する箇所に☑を記入す

る。詳細は下記事項を参考にし、不明な場合は担当に確認すること。  

ア 住居のみを目的とした建物の場合は【専用住宅】に該当する。  

イ 住居と業務に使用する部分が混在する場合は【併用住宅】に該当する。例

えば、専用住宅の離れに事業用建物があり、それらを下水道等に接続する排

水設備工事の申請の場合は、公共ます単位で考えるので【併用住宅】に該当

する。併用住宅とした場合は、業種を記入のこと。  

ウ 事業のみを目的とした建物の場合は【事業所】に該当する。事業所とした

場合は、業種を記入のこと。  

エ 他人に貸し出すことを目的とした居住用建物の場合は【借家・アパート・

マンション】に該当する。居住用建物の場合のみであるため、貸店舗の場合

はこちらに該当せず事業所に該当する。  

オ 官公庁施設、学校、公園トイレ、地区公民館又は神社等、上記ア～エに該

当しない場合は【その他】に該当する。  

・排水等の区分  

今回接続する公共ますに流入する汚水について、該当する箇所に☑を記入する。  

ア 生活排水のみの場合は【生活排水のみ】に該当する。  

イ 生活排水以外の事業関連排水等がある場合は【事業関連排水等あり】に該

当する。この場合は、下記ウ～カの該当する箇所に☑を記入する。  

ウ 排除汚水の水質が下水道法及び公共下水道条例で定める排除基準値内であ

り、除害施設等の設置が不要である場合並びに阻集器の設置が不要である場

合は【阻集器等設置不要】に該当する。  

エ 特定事業場からの排水の場合は【特定事業場】に該当する。この場合は、

下水道法で定める届出については別途必要となる。  

オ 公共下水道条例の規定による除害施設の設置が必要な場合は【除害施設必

要事業場】に該当する。この場合は、公共下水道条例施行規則で定める届出

については別途必要となる。  

カ グリーストラップ、オイルトラップ、ヘアーキャッチャー又はプラスター

トラップ等の設置が必要な場合は【阻集器等設置】に該当する。この場合は、

阻集器等の種類を記入し、新設、既設又は改設の該当を囲むこと。  

・事業所又は建物等名称  

店名、会社名、工場名又はアパート名等を記入すること。申請時に決定していな

い場合は未定と記入し、工事完了届出時に決定していれば朱書きで記入すること。  
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・便所等区分  

排水設備工事を施工する建物について、工事施工前の便所等の区分の該当する箇

所に☑を記入する。新築又は下水道等に接続している場合は【その他】に☑を記入

し、該当を囲むこと。  

・使用水  

下水道等へ排除される水の給水方法について、該当する箇所に☑を記入する。詳

細は下記事項を参考にすること。  

ア 上水道からのみの場合は【上水道】に該当する。  

イ 井戸水、簡易水道又は工業用水等上水道以外による給水のみの場合は【井

戸水等】に該当する。ただし、下水道等へ排除される水は上水道により、散

水用等で下水道等に排除されない水を井戸水による場合は【上水道】に該当

する。  

ウ 上水道及び井戸水等の併用による給水がされ、それらが下水道等へ排除さ

れる場合は【上水道と井戸水等の併用】に該当する。  

この項目は使用料賦課に大きく影響するため、必ず施主に確認し、間違いの無い

ように記入すること。  

・工 期  

工事予定期間を記入する。工事着手予定日は申請日から７日以上経過した日とす

ること。  

・水栓情報  

申請に関係するメーター番号を全て記入する。詳細は下記事項を参考にすること。 

ア メーターが１０個以上となる場合は、別紙で一覧表等を添付する。  

イ 使用料賦課の基礎データとなるため、メーター番号に漏れの無いよう施主

に確認すること。  

ウ 新築等でメーターを申請している場合は【申請中】と記入する。  

エ 散水用外水栓等で給水した水が下水道等に放流しない場合は、メーター番

号を記入してその旨も記入すること。  

・工事完了日  

工事完了日を記入する。申請時は空白だが、完了届の際に漏れなく記入すること。

原則として使用開始届出書の使用開始日と同日となるが、外構工事等で接続日と工

事完了日が異なる場合はこの限りでない。工事届出書は、工事完了日から５日以内

に提出すること。  

・排水設備指定工事店（調書裏面）  

工事店名について記入をし、担当責任技術者氏名及び登録番号を記入する。  

・指定給水装置工事事業者（調書裏面）  

給水工事を伴う場合は、給水装置工事事業者名を記入する。  

 

３  排水設備確認申請・工事完了届調書記入例  

排水設備確認申請・工事完了届調書の記入にあっては、前項内容について確認し、下

記記入例を参考に記入すること。  
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排水設備確認申請・工事完了届調書  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 供用開始日  ７年 ６月 １日 供用開始  □ 区域外流入  

申 請 者 氏 名  下  水  太  郎  

申 請 者 住 所  掛川市長谷一丁目１番地の１  

設 置 場 所  掛川市 横須賀１２３４番地の５  行 政 区 松尾町  

 

区 分 

 

 ☑公共下水道   □掛川処理区 □大東処理区 ☑大須賀処理区  

 □農業集落排水施設  □日坂           □上内田  

 □汚水処理施設   □葛ヶ丘  □大坪台  

排 水 戸 数 ２  戸（店舗）  建 物 棟 数 ３  棟   

排 水 人 数 １０  人   居 住 者 数 ７  人   

申 請 区 分  □新設    □増設   ☑改設  既設管利用 ☑有  □無  

建 物 区 分  □既存    □新築   □増築   ☑改築  

建 物 種 別 

 

 □専用住宅☑併用住宅（業種  食堂  ）□事業所（業種      ） 

 □借家・アパート・マンション（      棟） □その他（             ） 

 

排水等の区分  

 

 □生活排水のみ  ☑事業関連排水等あり（下欄該当記入）  

 ☑阻集器等設置（種類：グリーストラップ   新設・既設・改設） 

 □特定事業場    □除害施設必要事業場      □阻集器等設置不要 

事業所又は建物等名称  茶のみや食堂  

便 所 等 区 分  □単独浄化槽 □合併浄化槽  □くみ取り ☑その他（下水道等・新築） 

使 用 水  □上水道    □井戸水等    ☑上水道・井戸水等を併用  

工 期 着手予定日  ７年８月１日   完成予定日  ７年９月３０日  

水栓情報（ｱﾊﾟｰﾄ･ﾏﾝｼｮﾝ･ﾋﾞﾙ等は水栓数（排水戸数分））を記入してください。  

 メーター番号  水 道 コード   メーター番号  水 道 コード  

１  25131-0120  ６    

２     ７    

３    ８    

４    ９    

５    10    

工事完了日  ７年  ９月 ３０日  

【注意】工事完了日は申請時は空白、完了届出時に記入して提出。  

４  提出書類の綴じ込み方及び提出部数について  

(1) 排水設備確認申請書  

提出部数２部、次の順番で左側ホッチキス２箇所綴じとする。  

① 排水設備の計画（変更）申請書  

② 排水設備確認申請調書（両面印刷）  

③ 位置図  

④ その他の添付資料（誓約書やグリーストラップ計算書等その他の書類がある時） 
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⑤ 平面図（Ａ３可）  

⑥ 縦断面図（Ａ３可）  

(2) 工事完了届出書  

提出部数１部、次の順番で左側ホッチキス２箇所綴じとする。  

① 排水設備等工事完了届出書  

② 排水設備工事完了届調書（申請確認時に返却した調書を両面コピーし、工事完

了日を記入する。申請時と変更があった場合は朱書きで記入する。）  

③ 宅内排水設備社内検査表（抽出業者のみ添付対象。）  

④ その他の添付資料（申請時は不要であったが、施工方法の変更等により、市と

協議の結果提出指示があった場合。）  

⑤ 平面図（Ａ３可）  

⑥ 縦断面図（Ａ３可）  

 

 

５  使用開始（休止・廃止・再開）届出書について  

公共下水道条例では、下水道の使用を開始し、休止し、若しくは廃止し、又は現に休

止している下水道の使用を再開しようとするときは、遅滞なく書面により届け出なけれ

ばならないと規定されている（農業集落排水及び汚水処理施設も同様）。そのため、公

共ますへの接続が完了し使用を開始できる状態になった場合は遅滞なく届け出なければ

ならず、外構工事等の都合により排水設備工事の完了が使用開始日と異なる場合は、使

用開始届出書を先行して提出する必要がある。また、休止又は廃止の届け出がされない

と下水道等を使用しているものとみなされると条例で規定されており、建て替え等によ

り上水道を開栓しているが下水道等へ汚水を排除しない場合においては、注意が必要で

ある。  

使用開始届出書は、下水道等の使用料賦課の根拠となるものであり、記入誤りや漏れ

等により使用料賦課誤りに繋がる可能性がある重要な書類である。そのため、記入内容

にあっては十分に調査を行い、正しく記入するよう留意しなければならない。  

 

６  使用開始（休止・廃止・再開）届出書記入事項について  

・届出年月日  

届出日を記入する。条例により、使用を開始したら遅滞なく届け出るとなってい

るため、排水設備工事の完了を待たずに提出する場合もある。その他の場合は、排

水設備工事完了届出書と同時に提出すること。  

・処理区・排水施設欄（用紙右上）  

該当する処理区又は排水施設等の箇所に☑を記入する。  

・届出書本文  

該当する処理区又は排水施設及び該当する条例の箇所に☑を記入し、使用の開始

以外の場合（休止、廃止又は再開）は該当を囲むこと。  

ア 下水道の使用を休止する場合は【休止】に該当する。また、建て替え等に

より、上水道は使用しているが下水道への汚水の排除がない場合も【休止】
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となる。  

イ 下水道への排除を廃止する場合は【廃止】に該当する。井戸水及び簡易水

道等、上水道以外の給水方法により下水道等を使用していた建物を取り壊し

た（建て替えを除く）場合は、【廃止】となる。  

ウ 上記アにより休止した後に使用を開始する場合は【再開】に該当する。  

・使用開始（休止）日  

使用を開始、休止、廃止又は再開をした日を記入する。  

・メーター番号  

上水道のメーター番号を記入する。申請時と変更されている場合があるので、必

ず届出時に確認すること。  

・使用場所  

下水道等を使用する場所を記入する。複数筆となる場合は、代表地番を記入する

こと。  

・水道契約者名  

届出者と上水道契約者が異なる場合は、水道契約者名を記入する。  

・確認番号  

排水設備計画申請の確認番号及び確認年月日を記入する。確認番号及び確認年月

日にあっては、返却された排水設備計画申請書に記載されている。  

・建物区分  

使用の開始等をする建物区分について、該当する箇所に☑を記入する。記入箇所

は『排水設備確認申請・工事完了調書』と同じとすること。  

・建物名称  

店名、会社名、工場名又はアパート名等を記入する。記入名称は『排水設備確認

申請・工事完了調書』と同じとすること。  

・使用水  

下水道等へ排除される水の給水方法について、該当する箇所に☑を記入する。記

入箇所は『排水設備確認申請・工事完了調書』と同じとすること。  

・排水人口  

下水道を使用する（している）建物に居住する人数（増設及び改設の場合は居住

人数の合計）を記入する。井戸水等を給水する建物で居住者数が排水人口と異なる

場合は、担当者と協議すること。  

 

 

７  使用開始（休止・廃止・再開）届出書記入例  

使用開始（休止・廃止・再開）届出書の記入にあっては、前項内容について確認し、

下記記入例を参考に記入すること。  
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公共  □掛川     □大東     ☑大須賀

 

 
農集  □日 坂           □上内田   

 

 
汚水  □葛ヶ丘    □大坪台

 

 

使用開始（休止・廃止・再開）届出書  

 

７年１０月 ２日  

 （あて先）掛川市長  

住 所 掛川市長谷一丁目１番地の１  

届出者  

氏 名  下  水  太  郎  

 

電話番号  0537-21-1170 

     ☑公共下水道  

     □農業集落排水処理施設   の使用を開始（休止・廃止・再開）したいので  

     □汚水処理施設  

 

     ☑公共下水道条例第 17 条第１項  

 掛川市 □農業集落排水処理施設条例第 21 条第１項  の規定により、次のとおり  

     □汚水処理施設条例第 11 条第１項  

届け出ます。  

開 始 等 日 ７年 ９月３０日  メーター番号  25131-0120 

使 用 場 所 掛川市横須賀 1234 番地の 5  水道契約者名  下  水  一  郎  

確 認 番 号 第 １００００  号 （７年 ７月２５日 確認）  
 

建 物 区 分 

 

□専用住宅  ☑併用住宅（業種   食堂 ）□事業所（業種       ） 

□アパート・マンション（   棟） □その他（             ） 

建 物 名 称  茶のみや食堂  

使 用 水 □上水道   □井戸水等   ☑上水道・井戸水等を併用  

排 水 人 口 ７  人    地 区  

水道コード   賦 課 状 況 未  ・  賦課済  

処理対象月  月   

検 針 日 

 

～  

調定開始月  月  ～  

処 理 日 年    月   日  ～  

 

備 考 

 

 

確  

認  

 

 

 

 

 

太枠内は記入しない  
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§３  完成検査の注意点  

 

１  現地確認検査  

 

 責任技術者は、工事完成後に竣工図面を作成し、完成検査前に現地との整合性を確

認する。また、完成検査に立ち会わなければならない。  

 

(1) 検査当日前までに  

① 申請者及び居住者に検査日を連絡し、敷地内立ち入りの了解を得る。  

② 工事完了後に責任技術者立会のうえ、社内検査を実施すること。  

③ ます等の清掃を行うこと。  

④ 責任技術者は完成検査への立会いが原則となるが、立会い不可能な場合は事前

に連絡をすること。  

(2)  検査当日  

① ますのふたは、開放したままにせず必要時に開くこと。車両や人の往来が多い

場所及び乳幼児がいる家等は特に注意すること。  

② 検査がすみやかに進むよう責任技術者を含め２名以上で検査に臨むよう協力す

ること。  

③ 原則として検査は屋外を対象とするが、現地状況や工事内容により屋内へも立

入る場合があるので、申請者及び居住者に了解を得ておくこと。  

④ 検査項目は、管路延長、ます種類、通水及び鏡による管内確認を行うが、現場

の状況により、ます深さ及び管底のレベル測量を行う。  

⑤ 排水経路を確認するため、各器具からの排水を実施する場合もある。  

⑥ 鏡、ライトを使用し管内確認を行うため、必ず持参すること。  

⑦ 事前連絡がなく責任技術者が検査に立ち会わない場合は、処分対象となるので

注意すること。  

(3)  手直し工事  

① 現地確認検査で不適切な箇所が判明した場合には、手直し工事を指示する。  

② 手直し工事の指示があった場合は直ちに施工し、写真を１０日以内に市に提出

すること。  

③ 今後不適切な箇所が生じないよう注意すること。  

④ 原則として手直し工事箇所の現場確認は行わない。  

(4)  社内検査  

① 完了検査前に責任技術者の立ち会いのもと社内検査を実施し、市の完了検査で

指摘されないよう努めること。  

② 判断に困難な場合に限り、事前に連絡し現場で指示を受けること。  

③ 完了検査を抽出とする決定がされた工事店は、この期間中にあっては社内検査

表を提出すること。  
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